　　　　　　　　　　　　殿　　　職場復帰支援プラン（例）
1. 職場復帰予定日

平成　　年　　月　　日（　　）

2. 職場復帰予定部署

　　　　　　　株式会社営業管理部カスタマーサービス課（従前と同様）

3. 管理監督署による業務上の配慮

1 就業制限解除までの具体的な業務内容

復帰後1ヶ月間は時間外労働を禁止とする。また、長期休業により、業務遂行能力が鈍っていることが予測されるため、比較的、定常的な業務で、対人折衝のない業務を与えることが望ましい。

また、復帰後1ヶ月間経過後の業務内容や時間外労働の可否については、再度、産業医面談を行い判断するものとする。

2 業務内容の報告

業務内容について、産業医との面談時に管理監督者より産業医に報告することとする。

4. 人事労務管理上の対応

今回の復職に際しては、職場異動は不要と判断した。

復職後は出勤時間・退社時間・欠勤日数の管理が必要である。

また、復職後1ヶ月間は時間外労働を禁止しているため、宿泊を伴うような出張も制限することとする。

5. 産業医等による医学的見地から見た意見

1 就業制限の必要性の有無

今回、休職の原因となったうつ病の発症には、本人の真面目な性格と、物事を必ず最後までやりきる責任感が大きく影響していたと考えられる。それゆえ、安全配慮の観点から、今回の復職に際しては、当面の間、業務終了を退社の目安とするのではなく、終業時間になったら、業務が終了しているかを問わず、退勤を指示する必要がある。

2 症状悪化時の対応

復職後、心身の不調を感じた場合には、それ以上業務を継続せずに、主治医である○○クリニックでの診察を受けることが必要である。

6. フォローアップ体制について

復職後、3ヶ月程度には2週間に1度の産業医の面談を行い、症状再発防止、早期発見に努める。その際、以下のことを確認する。

1 症状の再燃・再発、新しい問題の発生等の有無の確認

2 勤務状況及び業務遂行能力の評価（管理監督者より）

3 治療状況の確認（産業医より主治医に連絡を取ることもある）

面談の直近で受診した際の薬剤情報等、受診の経過が分かるものを持参することが望まれる。

4 職場復帰支援プランの実施状況評価と見直し

7. その他

以下のような症状、状況の場合には再び休職の上、療養を行うことを検討することとする。

· 職場において病休、遅刻、早退が週に3日以上ある場合

· 職務が著しく遂行困難な場合

· 概ね3ヶ月を経過しても通常の業務遂行能力が改善しない場合

· その他、事業者、管理監督者、産業医により休職が必要と診断された場合

上記、職場復帰支援プランに則り、復職することに同意いたします。

平成　　　年　　　月　　　　日

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
上記、職場復帰支援プランに則り、　　　　　　氏の復職を協力して支援することに同意いたします

平成　　　年　　　月　　　日

氏名（事業者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
氏名（産業医）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
氏名（管理監督者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
